
新潟市障がい福祉課指定係です。
ここでは、令和６年度、報酬改定で変更が加えられた、複数サービス共通の加算
の中で、特に問い合わせの多い項目について、お話します。
説明の中にある加算の要件等は、報酬告示や留意事項通知等を、わかりやすく省
略したものです。
事業所において、必ず報酬告示、留意事項通知、Q＆A等を確認し、すべての要
件を満たした上で、算定をおこなってください。
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ここでお話するのは、主に３点です。

１点目、強度行動障害を有する障害者への支援体制の充実、ということで、生活
介護、施設入所支援、短期入所、グループホームにおける重度障害者支援加算の
うち、強度行動障害を有する利用者の支援に係る取り扱いの改正について、お話
します。

２点目、食事提供体制加算の取り扱いということで、通所系、短期入所、宿泊型
自立訓練における、食事提供体制加算の改正についてお話します。

３点目、宿泊型を除く自立訓練、グループホームにおける、ピアサポート実施加
算についてお話します。
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１．強度行動障がいを有する障がい者への支援体制の充実です。
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強度行動障がいを有する障がい者への支援体制の充実のため、重度障害者支援加
算が見直されました。
主な改正点についてサービスごとに見ていきます。

なお、ここでお話するのは重度障害者支援加算のうち、強度行動障害を有する利
用者への支援に係る部分のみです。
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生活介護、施設入所支援における重度障害者支援加算のうち、強度行動障害を有
する利用者への支援に係る加算区分（Ⅱ）及び（Ⅲ）の改正点についてお話しま
す。

改正点としてまず、改正前の加算区分（Ⅱ）が、利用者の区分に応じて、（Ⅱ）
と（Ⅲ）となりました。
加算区分（Ⅱ）は、区分６に該当し、かつ、行動関連項目合計点数が１０点以上
である利用者に対する支援を行った際に対象となります。
一方で、加算区分の（Ⅲ）は、区分４以上に該当し、かつ、行動関連項目合計点
数が１０点以上である利用者に対する支援を行った際に対象となります。

改正点の２点目は、強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者の加配要件
の廃止です。
報酬改定前の取り扱いは、基準及び人員配置体制加算の配置数に加えて、配置さ
れる基礎研修修了者１人につき、利用者５人まで加算の算定が可能でしたが、改
訂後は、この要件は廃止され、生活支援員のうち、基礎研修修了者を２０％以上
配置することが要件となリました。
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報酬改定後の要件について、お話します。
重度障害者支援加算の（Ⅱ）（Ⅲ）を算定する場合には、（１）から（３）での
すべての要件を満たす必要があります。

（１）基準人員、人員配置体制加算による人員に加え、強度行動障害を有する利
用者への支援のために必要な人員を加配すること。
なお、この場合、常勤換算方法で、基準人員、人員配置体制加算による人員を超
える人員が配置されていれば足りるものです。

（２）サービス管理責任者又は生活支援員のうち１人以上が実践研修修了者であ
り、強度行動障害を有する利用者に係る支援計画シートを作成すること。

（３）生活支援員のうち、２０％と以上が基礎研修修了者であること。

（１）から（３）までの、すべての要件を満たした場合、加算区分（Ⅱ）は、３
６０単位、加算区分（Ⅲ）は、１８０単位の加算となます。

また、算定を開始した日から、１８０日以内の期間については、加算区分（Ⅱ）
は１日につき５００単位、加算区分（Ⅲ）は１日につき４００単位の初期加算が
算定されます。
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重度障害者支援加算（Ⅱ）（Ⅲ）における留意事項です。

（１）実践研修修了者は、原則として週１回以上、強度行動障がいを有する利用
者の様子を確認し、３月に１回程度の頻度で、支援計画シートを見直す必要があ
ります。

（２）基礎研修修了者は、その他の職員と連携・協力し、支援計画シートに基づ
き、強度行動障がいを有する利用者に対して、個別の支援を行うと共に、支援記
録等の作成、提出等を通じて、支援の経過を実践研修修了者に、フィードバック
する必要があります。基礎研修修了者が勤務していない日であっても、支援計画
シートに基づき、基礎研修を受講していない支援員が、個別支援を行うことで、
算定は可能ですが、下線部の点に留意してください。

（３）障害者支援施設が加算を算定してる場合、入所者は障害者支援施設、生活
介護を通所のみで利用している者については、生活介護で加算を算定することと
なリます。

（４）初期加算の算定開始から１８０日以内の期間の算定方法について、当該利
用者が利用している日についてのみ算定します。
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（５）実践研修修了者は行動援護従業者養成研修修了者、基礎研修修了者は重度
訪問介護従業者養成研修行動障害支援課程修了者も同等の取扱いとなリます。
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届出書の記載上の留意点です。

実践研修の修了者の配置について、サービス管理責任者又は生活支援員のうち、
常勤換算方法ではなく、実人数で１人以上の配置が必要となります。実人数の配
置であるためここには非常勤職員も含まれます。

また、５の基礎研修修了者の配置人数についても、常勤換算方法ではなく、実人
数での配置が求められている為、届出様式には実人数を記載してください。なお、
基礎研修修了者の配置は生活支援員のみの割合で算定します。サービス管理責任
者や看護職員は含まれませんのでご留意ください。
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続いて、短期入所における重度障害者支援加算のうち、強度行動障害を有する利
用者への支援に係る改正点についてお話します。

改正前は１つのみであった加算区分が、利用者の区分に応じて（Ⅰ）（Ⅱ）とな
りました。
加算区分（１）は、区分６に該当し、かつ、行動関連項目合計点数が１０点以上
である利用者を受け入れた際に対象となります。
加算区分（２）は、区分４以上に該当し、かつ、行動関連項目合計点数が、１０
点以上である利用者を受け入れた際に対象となります。

改正点の２点目は、改正前の基礎研修修了者による支援に係る加算が廃止され、
実践研修修了者が作成した支援計画シートに基づき、支援を行った場合に加算さ
れる仕組みとなリました。
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報酬改定後の要件について、お話します。

まず、行動関連項目１０点以上の利用者の受け入れを行った際に、利用者の区分
に応じて加算されます。
利用者の区分が６に該当する場合は、加算区分（Ⅰ）の５０単位、利用者の区分
が４以上の場合は、加算区分（Ⅱ）の３０単位が加算されます。

さらに、実践研修修了者を１人以上配置し、強度行動障害を有する利用者に係る
支援計画シートを作成し、基礎研修修了者が支援した場合には、加算区分（Ⅰ）
は１００単位、加算区分（Ⅱ）は、７０単位がさらに加算されます。
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続いて、グループホームにおける重度障害者支援加算のうち、強度行動障害を有
する利用者への支援に係る改正点について、お話します。

グループホームにおける、重度障害者支援加算の要件については変更がありませ
んが、グループホームでの受入体制を強化するため、利用者の状態や環境の変化
等に適応するための、初期のアセスメント等を評価する初期加算が新設されまし
た。

これにより、個別支援を開始した日から１８０日以内は、加算区分（Ⅰ）５００
単位、加算区分（Ⅱ）は４００単位が加算されます。
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重度障害者支援加算の対象者の確認方法について、お話します。
受給者証に、重度支援Ⅰ、重度支援Ⅱ等の表示がある利用者は、重度障害者支援
加算の対象です。
受給者証の発行時期によっては、重度支援、（知的）という表示になっているた
め、この場合は、利用者の障害者支援区分で、加算区分を判断してください。
なお、重度支援（知的１８点以上）の表示がある場合は、中核的人材養成研修修
了者等による支援計画シート作成、支援でさらなる加算が算定可能です。
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２．食事提供体制加算の取り扱いについてです。
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食事提供体制加算については、令和６年度の報酬改定で①から③までの要件が追
加されました。

追加された要件は、

①管理栄養士又は栄養士が献立作成に関わること、又は、栄養ケアステーション、
若しくは保健所等の管理栄養士又は栄養士が栄養面について確認した献立である
こと。

②利用者ごとの摂取量を記録していること。

③利用者ごとの体重やＢＭＩを概ね６月に１回記録していること。
です。

14



食事提供体制加算における、留意事項です。
ここに記載の内容は、すべて、留意事項通知の内容です。

①管理栄養士は栄養士が作成した献立について
事業所において、管理栄養士等を直接雇用していることが望ましいですが、管理
栄養士等を直接雇用することが困難な場合には、法人内や法人外部の管理栄養士
等が献立の作成や確認を行っている場合でも要件を満たすものとなリます。
外部に調理業務を委託している場合には、委託先において管理栄養士等が献立作
成や確認に関わっていることで要件を満たすものとなリます。
献立の確認頻度は、年１回以上です。

②摂取量の記録について
目視や自己申告等による方法も可能です。
記録は、例えば、完食、全体の１／２、全体の〇割、というように記載して下さ
い。
食事を提供した日については必ず記録をおこなって下さい。

③体重又はＢＭＩの記録について
おおむねの⾝⻑がわかっている場合には、必ずＢＭＩの記録をおこなって下さい。
⾝体障害者等で、⾝⻑の測定が困難で、これまで⾝⻑を計測したことがない利用
者や、⾝⻑が不明な利用者については、体重のみの記録で要件を満たすものとな
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リます。
利用者自⾝の意向により、体重を知られたくない場合については、例外的に、体
重又はＢＭＩを把握せず、要件を満たすこととして差し支えありませんが、その
場合、個別支援計画等に利用者の意向の確認を行った旨を記録して下さい。
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届出書の記載上の留意点です。

事業所内で調理を行う場合は、管理栄養士等の食事提供に係る職員の配置状況を
記載して下さい。
なお、事業所内での調理業務は生活支援員等の業務とは区別して下さい。

調理業務を第三者に委託している場合には、業務委託先、委託業務内容、適切な
食事提供の確保方策を記載し、業務委託契約書の写しを添付して下さい。
なお、適切な食事提供の確保方策欄には、献立に関する事業の関与、委託先から
事業所への食事の運搬方法、適時適温への配慮など、自己調理する場合に通常確
保される提供体制に相当するものへの対応について記載して下さい。その際、委
託先の管理栄養士は栄養士の有無は必ず記載して下さい。委託先の管理栄養士等
の有無の記載が漏れている事業所が見受けられますのでご留意下さい。
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３、ピアサポートに係る加算の取り扱いについてです。
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これまでもピアサポートの専門性に係る加算はありましたが、令和６年度の報酬
改定で、宿泊型を除く自立訓練とグループホームにもピアサポート実施加算が拡
充されました。

利用者に対して、ピアサポーターが自⾝の経験に基づき、相談援助をおこなった
場合に当該相談援助を受けた利用者の数に応じて加算が算定されます。
加算の算定のためには、
（１）障害者、ピアサポート研修の基礎研修及び専門研修を修了した障害者又は
障害者であった者と、同研修を修了した従業者をそれぞれ配置する必要がありま
す。
（２）（１）の者により、事業所の従業者に対し、障害者に対する配慮等に関す
る研修を年１回以上行う必要があります。
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